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論文審査の結果の要旨 

本論文は、会社法821条による擬似外国会社の活動に対する一般的な規制は、①日本が締結する通商航海

条約（たとえば日米間条約）が相手国の会社に保障する事業活動の自由に反し、②仮に条約の規定に反し

ないとしても、その一般的な規制方法は合理的とはいえないと主張し、次のように論じる。 

会社法は、外国の法令に準拠して設立された法人等を外国会社と定義し、821条で「日本に本店を置き又

は日本において活動することを主たる目的とする外国会社」（擬似外国会社）は「日本において取引を継

続してすること」ができず（1項）、これに「違反して取引をした者は、相手方に対し、外国会社と連帯し

て、当該取引によって生じた債務を弁済する責任を負う」（2項）と規定している。

米国にも擬似外国会社に対する規制を有する州があるが、例えばカリフォルニア州会社法のように、取

締役の選任・解任といった一定の事項についてのみ同州法の適用を定める方法を採っており、会社法821
条の一般的な擬似外国会社規制とは異なる（以上第1章）。

日本の国際私法は、法人の能力等はその法人が設立の際に準拠した法で判断するという設立準拠法主義

をとるが、日米友好通商航海条約も、一方の締約国の領域内で関係法令に基づいて成立した会社をその国

の会社とし、他方の締約国で法律上の地位を認める。そして、相手国の会社に対して事業活動の自由（た

とえば支店設置や会社設立）についての内国民待遇を与えている。ここで会社法821条が外国会社に対して

のみ継続的取引を禁止することに着目すれば、このような規制は前記条約の定める内国民待遇に反すると

いえる。

 しかし、日本では、条約上の事業活動の自由と擬似外国会社規制の関係について論じた研究も裁判例も

ない。そこで日米条約と同様の規定を有する独米友好通商航海条約に関するドイツ連邦最高裁判所の判例

を検討する。

ドイツの国際私法は法人等の能力をその本拠地の法で判断する本拠地法主義を採用しているが、ドイツ

判例は、独米条約が設立準拠法主義を採用する以上、ドイツ法上の本拠地法主義は排除されるとする。判

例はさらに、一方の締約国で設立された会社が他方の締約国で権利能力を有するものとして承認されるこ

とは、他方の締約国における「開業の自由(Niederlassungsfreiheit)」を認めたものと解している。

ドイツ判例のいう開業の自由と日米条約における事業活動の自由とは内容が異なりうるが、ドイツの本

拠地法主義が独米条約によって排除される点に着目すれば、外国会社を規制する日本法と通商航海条約と

の関係性について示唆が得られる（以上第2章）。

つぎに、規制の合理性について、EU司法裁判所が構成国の擬似外国会社に対する規制は「開業の自由

（freedom of establishment）」に違反する場合があるとしつつ、例外的な規制の正当化要件を示した点に着

目する。この要件のうち、比例原則は、共同市場形成というEU固有の事情を前提としないので、規制の正

当性を判断する上で一般的な基準となりうる（以上3章）。

会社法821条の趣旨は外国で外国法によって会社を設立することによる法律回避を防止することである

が、これは租税、航空、船舶等の個別法分野での規制で達成できる。擬似外国会社の継続取引を一律禁止

する規制方法は、目的達成に必要な限度を超えており比例原則に反するので、正当化できない（以上4章）。



本論文は、日本の擬似外国会社規制について通商航海条約との関係を論じた点で従来の先行研究にない

新規性を有しており、この規制が条約の認める事業活動の自由に反するとの議論も説得的である。また、

独米条約との比較も従来の研究では気づかれていなかった論点であり、貴重な学術的貢献といえる。最後

に、EU法における開業の自由と外国会社に関する判例は、一般には統一市場を達成するための人の自由移

動と開業の自由の文脈で紹介されることが多いが、本論文は判例が示した原則を政府による規制の一般的

な正当化基準として用いることによって、EU法の固有性を回避することに成功しているといえる。 

もっとも、「開業の自由」に関するドイツ判例とEU判例および日米通商航海条約が認める「ビジネスの

自由」との関連性が立証できれば説得力はさらに高まると思われるが、この点は本論文の価値をいささか

も損なうものではなく、つぎの課題としての取り組みが大いに期待される。 

以上のことから、本論文は優れた学術的価値を有するものであり、博士（法学）の学位を授与するに値

するものと判断する。 

なお、本論文には剽窃がないことを確認した。 


